
 

 

議案第７０号  

羽生市職員の育児休業等に関する条例及び羽生市職員の

勤務時間、休日及び休暇に関する条例の一部を改正する

条例  

（羽生市職員の育児休業等に関する条例の一部改正）  

第１条 羽生市職員の育児休業等に関する条例（平成４年条例第４号）

の一部を次のように改正する。  

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては

「改正前部分」と、改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）

については、次のとおりとする。  

（１）  改正前部分及びそれに対応する改正後部分が存在すると

きは、当該改正前部分を当該改正後部分に改める。  

（２） 改正前部分のみ存在するときは、当該改正前部分を削る。  

（３） 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 
 

改 正 後  改 正 前  

（育児休業をすることができない職員） （育児休業をすることができない職員） 

第２条 育児休業法第２条第１項の条

例で定める職員は、次に掲げる職員

とする。  

第２条 育児休業法第２条第１項の条

例で定める職員は、次に掲げる職員

とする。  

（１） （略）  （１） （略）  

（２） 羽生市職員の定年等に関す

る条例（昭和５９年条例第２号）

第４条第１項又は第２項の規定に

より引き続き勤務している職員  

（２） 羽生市職員の定年等に関す

る条例（昭和５９年条例第２号）

第４条の規定により引き続いて勤

務している職員  

（３） 非常勤職員であって、次の

いずれかに該当するもの以外の非

常勤職員  

ア 次のいずれにも該当する非常

勤職員  

（ア） その養育する子（育児

休業法第２条第１項に規定す

る子をいう。以下同じ。）が

１歳６か月に達する日（以下

「 １ 歳 ６ か 月 到 達 日 」 と い

 



 

 

う。）（当該子の出生の日か

ら第３条の２に規定する期間

内に育児休業をしようとする

場合にあっては当該期間の末

日から６か月を経過する日、

第２条の４の規定に該当する

場合にあっては当該子が２歳

に達する日）までに、その任

期（任期が更新される場合に

あっては、更新後のもの）が

満了すること及び任命権者を

同じくする職（以下「特定職」

という。）に引き続き採用さ

れないことが明らかでない非

常勤職員  

（イ） 勤務日の日数を考慮し

て規則で定める非常勤職員  

イ 次のいずれかに該当する非常

勤職員  

（ア） その養育する子が１歳

に達する日（以下「１歳到達

日」という。）（当該子につ

いて当該非常勤職員が第２条

の３第２号に掲げる場合に該

当してする育児休業の期間の

末日とされた日が当該子の１

歳到達日後である場合にあっ

ては、当該末日とされた日。

以下（ア）において同じ。）

において育児休業をしている

非常勤職員であって、同条第

３号に掲げる場合に該当して

当該子の１歳到達日の翌日を

育児休業の期間の初日とする

育児休業をしようとするもの  

（イ） その任期の末日を育児

休業の期間の末日とする育児

休業をしている非常勤職員で

あって、当該任期を更新され、

又は当該任期の満了後引き続

き特定職に採用されることに



 

 

伴い、当該育児休業に係る子

について、当該更新前の任期

の末日の翌日又は当該採用の

日を育児休業の期間の初日と

する育児休業をしようとする

もの  

（育児休業法第２条第１項の条例で

定める日）  

 

第２条の３ 育児休業法第２条第１項

の条例で定める日は、次の各号に掲

げる場合の区分に応じ、それぞれ当

該各号に定める日とする。  

（１） 次号及び第３号に掲げる場

合以外の場合 非常勤職員の養育

する子の１歳到達日  

（２） 非常勤職員の配偶者（届出

をしないが事実上婚姻関係と同様

の 事 情 にあ る 者を含 む 。 以下 同

じ。）が当該非常勤職員の養育す

る子の１歳到達日以前のいずれか

の日において当該子を養育するた

めに育児休業法その他の法律の規

定による育児休業（以下この条及

び次条において「地方等育児休業」

という。）をしている場合におい

て当該非常勤職員が当該子につい

て 育 児 休業 を しよう と す る場 合

（当該育児休業の期間の初日とさ

れた日が当該子の１歳到達日の翌

日後である場合又は当該地方等育

児休業の期間の初日前である場合

を除く。） 当該子が１歳２か月

に達する日（当該日が当該育児休

業の期間の初日とされた日から起

算して育児休業等可能日数（当該

子の出生の日から当該子の１歳到

達日までの日数をいう。）から育

児休業等取得日数（当該子の出生

の日以後当該非常勤職員が労働基

準法（昭和２２年法律第４９号）

（育児休業法第２条第１項ただし書

の人事院規則で定める期間を基準と

して条例で定める期間）  

第２条の３ 育児休業法第２条第１項

ただし書の人事院規則で定める期間

を基準として条例で定める期間は、

５７日間とする。  



 

 

第６５条第１項及び第２項の規定

により勤務しなかった日数と当該

子について育児休業をした日数を

合算した日数をいう。）を差し引

いた日数を経過する日より後の日

であるときは、当該経過する日）  

（３） １歳から１歳６か月に達す

るまでの子を養育する非常勤職員

が、次に掲げる場合のいずれにも

該当する場合（当該子についてこ

の号に掲げる場合に該当して育児

休業をしている場合であって、第

３条第７号に掲げる事情に該当す

るときはイ及びウに掲げる場合に

該当する場合、同条第１号から第

４号までのいずれかの事情に該当

する場合にあってはウに掲げる場

合に該当する場合） 当該子の１

歳６か月到達日  

ア 当該非常勤職員が当該子の１

歳到達日（当該非常勤職員が前

号に掲げる場合に該当してする

育児休業又は当該非常勤職員の

配偶者が同号に掲げる場合若し

くはこれに相当する場合に該当

してする地方等育児休業の期間

の末日とされた日が当該子の１

歳到達日後である場合にあって

は、当該末日とされた日（当該

育児休業の期間の末日とされた

日と当該地方等育児休業の期間

の末日とされた日が異なるとき

は、そのいずれかの日））の翌

日（当該配偶者がこの号に掲げ

る場合又はこれに相当する場合

に該当して地方等育児休業をす

る場合にあっては、当該地方等

育児休業の期間の末日とされた

日の翌日以前の日）を育児休業

の期間の初日とする育児休業を

しようとする場合  



 

 

イ 当該子について、当該非常勤

職員が当該子の１歳到達日（当

該非常勤職員が前号に掲げる場

合に該当してする育児休業の期

間の末日とされた日が当該子の

１歳到達日後である場合にあっ

ては、当該末日とされた日）に

おいて育児休業をしている場合

又は当該非常勤職員の配偶者が

当該子の１歳到達日（当該配偶

者が同号に掲げる場合又はこれ

に相当する場合に該当してする

地方等育児休業の期間の末日と

された日が当該子の１歳到達日

後である場合にあっては、当該

末日とされた日）において地方

等育児休業をしている場合  

ウ 当該子の１歳到達日後の期間

について育児休業をすることが

継続的な勤務のために特に必要

と認められる場合として規則で

定める場合に該当する場合  

エ 当該子について、当該非常勤

職員が当該子の１歳到達日（当

該非常勤職員が前号に掲げる場

合に該当してする育児休業の期

間の末日とされた日が当該子の

１歳到達日後である場合にあっ

ては、当該末日とされた日）後

の期間においてこの号に掲げる

場合に該当して育児休業をした

ことがない場合  

（育児休業法第２条第１項の条例で

定める場合）  

第２条の４ 育児休業法第２条第１項

の条例で定める場合は、１歳６か月

から２歳に達するまでの子を養育す

る非常勤職員が、次の各号に掲げる

場合のいずれにも該当する場合（当

該子についてこの条の規定に該当し

て育児休業をしている場合であって

 



 

 

次条第７号に掲げる事情に該当する

ときは第２号及び第３号に掲げる場

合に該当する場合、同条第１号から

第４号までのいずれかの事情に該当

する場合にあっては第３号に掲げる

場合に該当する場合）とする。  

（１） 当該非常勤職員が当該子の

１歳６か月到達日の翌日（当該非

常勤職員の配偶者がこの条の規定

に該当し、又はこれに相当する場

合に該当して地方等育児休業をす

る場合にあっては、当該地方等育

児休業の期間の末日とされた日の

翌日以前の日）を育児休業の期間

の初日とする育児休業をしようと

する場合  

（２） 当該子について、当該非常

勤職員が当該子の１歳６か月到達

日において育児休業をしている場

合又は当該非常勤職員の配偶者が

当該子の１歳６か月到達日におい

て地方等育児休業をしている場合  

（３） 当該子の１歳６か月到達日

後の期間について育児休業をする

ことが継続的な勤務のために特に

必要と認められる場合として規則

で定める場合に該当する場合  

（４） 当該子について、当該非常

勤職員が当該子の１歳６か月到達

日後の期間においてこの条の規定

に該当して育児休業をしたことが

ない場合  

（育児休業法第２条第１項ただし書

の条例で定める特別の事情）  

（育児休業法第２条第１項ただし書

の条例で定める特別の事情）  

第３条 育児休業法第２条第１項ただ

し書の条例で定める特別の事情は、

次に掲げる事情とする。  

第３条 育児休業法第２条第１項ただ

し書の条例で定める特別の事情は、

次に掲げる事情とする。  

（１）～（４） （略）  （１）～（４） （略）  

 （５） 育児休業（この号の規定に

該当したことにより当該育児休業

に係る子について既にしたものを



 

 

除く。）の終了後、３か月以上の

期間を経過したこと（当該育児休

業をした職員が、当該育児休業の

承認の請求の際育児休業により当

該子を養育するための計画につい

て育児休業等計画書により任命権

者に申し出た場合に限る。）。  

（５） （略）  （６） （略）  

（６） 第２条の３第３号に掲げる

場合に該当すること又は前条の規

定に該当すること。  

 

（７） 任期を定めて採用された職

員であって、当該任期の末日を育

児休業の期間の末日とする育児休

業をしているものが、当該任期を

更新され、又は当該任期の満了後

引き続き特定職に採用されること

に伴い、当該育児休業に係る子に

ついて、当該更新前の任期の末日

の翌日又は当該採用の日を育児休

業の期間の初日とする育児休業を

しようとすること。  

 

（育児休業法第２条第１項第１号の

人事院規則で定める期間を基準とし

て条例で定める期間）  

第３条の２ 育児休業法第２条第１項

第１号の人事院規則で定める期間を

基準として条例で定める期間は、５７

日間とする。  

 

（育児短時間勤務をすることができ

ない職員）  

（育児短時間勤務をすることができ

ない職員）  

第９条 育児休業法第１０条第１項の

条例で定める職員は、次に掲げる職

員とする。  

第９条 育児休業法第１０条第１項の

条例で定める職員は、次に掲げる職

員とする。  

（１） （略）  （１） （略）  

（２） 羽生市職員の定年等に関す

る条例第４条第１項又は第２項の

規定により引き続き勤務している

職員  

（２） 羽生市職員の定年等に関す

る条例第４条の規定により引き続

いて勤務している職員  

（３） （略）  （３） （略）  



 

 

（育児短時間勤務の終了の日の翌日

から起算して１年を経過しない場合

に育児短時間勤務をすることができ

る特別の事情）  

（育児短時間勤務の終了の日の翌日

から起算して１年を経過しない場合

に育児短時間勤務をすることができ

る特別の事情）  

第１０条 育児休業法第１０条第１項

ただし書の条例で定める特別の事情

は、次に掲げる事情とする。  

第１０条 育児休業法第１０条第１項

ただし書の条例で定める特別の事情

は、次に掲げる事情とする。  

（１）～（５） （略）  （１）～（５） （略）  

（６） 育児短時間勤務（この号の

規定に該当したことにより当該育

児短時間勤務に係る子について既

にしたものを除く。）の終了後、

３か月以上の期間を経過したこと

（当該育児短時間勤務をした職員

が、当該育児短時間勤務の承認の

請求の際育児短時間勤務により当

該子を養育するための計画につい

て育児短時間勤務計画書により任

命権者に申し出た場合に限る。）。 

（６） 育児短時間勤務（この号の

規定に該当したことにより当該育

児短時間勤務に係る子について既

にしたものを除く。）の終了後、

３か月以上の期間を経過したこと

（当該育児短時間勤務をした職員

が、当該育児短時間勤務の承認の

請求の際育児短時間勤務により当

該子を養育するための計画につい

て育児休業等計画書により任命権

者に申し出た場合に限る。）。  

（７） （略）  （７） （略）  

（育児短時間勤務職員等についての

職員の給与条例の特例）  

（育児短時間勤務職員等についての

職員の給与条例の特例）  

第１６条 育児短時間勤務の承認を受

けた職員（育児休業法第１７条の規

定による短時間勤務をすることとな

った職員を含む。以下「育児短時間

勤務職員等」という。）についての

職員の給与条例の規定の適用につい

ては、次の表の左欄に掲げる職員の

給与条例の規定中同表の中欄に掲げ

る字句は、それぞれ同表の右欄に掲

げる字句とする。  

第１６条 育児短時間勤務の承認を受

けた職員（育児休業法第１７条の規

定による短時間勤務をすることとな

った職員を含む。以下「育児短時間

勤務職員等」という。）についての

職員の給与条例の規定の適用につい

ては、次の表の左欄に掲げる職員の

給与条例の規定中同表の中欄に掲げ

る字句は、それぞれ同表の右欄に掲

げる字句とする。  

第４条

第２項

及び第

４項  

（略）  （略）  

   

第４条

第２項

及び第

４項  

（略）  （略）  

第４条

第１２

項  

とする  に、算出率を乗じて

得た額とする  

第４条  羽 生 市 勤務時間条例 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

第１３

条の２

第２項

第２号  

定 年 前

再 任 用

短 時 間

勤 務 職

員  

（略）  

第１６

条第１

項  

（略）  （略）  

   

第１６

条第５

項  

要 し な

い  

要しない。ただし、

当該時間が羽生市職

員の育児休業等に関

する条例（平成４年

条例第４号）第１６

条の規定により読み

替えられた第１項た

だし書に規定する７

時間４５分に達する

までの間の勤務に係

る時間である場合に

あっては、第１８条

に規定する勤務１時

間当たりの給与額に

１ ０ ０ 分 の １ ５ ０

（その時間が午後１０ 

の２  職 員 の

勤 務 時

間、休日

及 び 休

暇 に 関

す る 条

例 (平 成

7 年 条 例

第 7 号 。

以下「勤

務 時 間

条例」と

いう。) 

 

第１３

条の２

第２項

第２号  

 

再 任 用

短 時 間

勤 務 職

員  

 

（略）  

第１６

条第１

項  

（略）  （略）  

第１６

条第４

項  

第 ２ 項

の  

羽 生 市 職 員 の 育 児

休 業 等 に 関 す る 条

例（平成４年条例第

４号）第１６条の  

第１６

条第５

項  

要 し な

い  

要しない。ただし、

当該時間が羽生市職

員の育児休業等に関

する条例第１６条の

規定により読み替え

られた第１項ただし

書に規定する７時間

４５分に達するまで

の間の勤務に係る時

間である場合にあっ

ては、第１８条に規

定する勤務１時間当

たりの給与額に１００

分の１５０（その時

間が午後１０時から

翌日の午前５時まで  



 

 

  時から翌日の午前５

時までの間である場合

は１００分の１７５）

から１００分の１００

（その時間が午後１０

時から翌日の午前５

時までの間である場合

は１００分の１２５）

を減じた割合を乗じ

て得た額とする  

第２１

条第４  

項～第

２１条

第６項  

（略）  （略）  

 

  の 間 で あ る 場 合 は

１００分の１７５）

から１００分の１００

（その時間が午後１０

時から翌日の午前５

時までの間である場合

は１００分の１２５）

を減じた割合を乗じ

て得た額とする  

 

第２１

条第４  

項～第

２１条

第６項  

（略）  （略）  

 

（短時間勤務職員についての職員の

給与条例の特例）  

（短時間勤務職員についての職員の

給与条例の特例）  

第１８条 短時間勤務職員についての

職員の給与条例の規定の適用につい

ては、次の表の左欄に掲げる職員の

給与条例の規定中同表の中欄に掲げ

る字句は、それぞれ同表の右欄に掲

げる字句とする。  

第１８条 短時間勤務職員についての

職員の給与条例の規定の適用につい

ては、次の表の左欄に掲げる職員の

給与条例の規定中同表の中欄に掲げ

る字句は、それぞれ同表の右欄に掲

げる字句とする。  

第 ４条

第 ２項

及 び第

４項  

（略）  （略）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

第４条

第２項

及び第

４項  

（略）  （略）  

第４条

の２  

羽 生 市

職 員 の

勤 務 時

間 、 休

日 及 び

休 暇 に

関 す る

条 例

（ 平 成

７ 年 条

例 第 ７

号 。 以

下 「 勤

務 時 間 

勤務時間条例 



 

 

 

 

 

  

第 １３

条 の２

第 ２項

第２号  

定 年 前

再 任 用

短 時 間

勤 務 職

員  

（略）  

第 １６

条 第１

項  

（略）  （略）  

  

 

 

 

 

第 １６

条 第５

項  

要 し な

い  

要しない。ただし、当

該時間が羽生市職員

の育児休業等に関す

る条例（平成４年条例

第４号）第１８条の規

定により読み替えら

れた第１項ただし書

に規定する７時間４５

分に達するまでの間

の勤務に係る時間で

ある場合にあっては、

第１８条に規定する  

勤務１時間当たりの

給与額に１００分の

１５０（その時間が午

後１０時から翌日の

午前５時までの間で

ある場合は１００分

の１７５）から１００

分の１００（その時間

が午後１０時から翌

日の午前５時までの

間である場合は１００

分の１２５）を減じた

割合を乗じて得た額

とする  

   

 条 例 」

と い

う。） 

 

第１３

条の２

第２項

第２号  

再 任 用

短 時 間

勤 務 職

員  

 

（略）  

第１６

条第１

項  

（略）  （略）  

第１６

条第４

項  

第 ２ 項

の  

羽生市職員の育児休

業 等 に 関 す る 条 例

（平成４年条例第４

号）第１８条の  

第１６

条第５

項  

要 し な

い  

しない。ただし、当該

時間が羽生市職員の

育児休業等に関する

条例第１８条の規定

により読み替えられ

た 第 １ 項 た だ し 書

に規定する７時間４５

分に達するまでの間

の勤務に係る時間で

要ある場合にあって

は、第１８条に規定す

る勤務１時間当たり  

の給与額に１００分

の１５０（その時間が

午後１０時から翌日

の午前５時までの間

である場合は１００

分の１７５）から１００

分の１００（その時間

が午後１０時から翌

日 の 午 前 ５ 時 ま で

の 間 で あ る 場 合 は

１００分の１２５）を

減じた割合を乗じて

得た額とする  

 

   



 

 

第 ２１

条の６  

定 年 前

再 任 用

短 時 間

勤 務 職

員  

（略）  

 

第２１

条の６  

再 任 用

職員  

 

 

 

（略）  

 

（部分休業をすることができない職

員）  

（部分休業をすることができない職

員）  

第１９条 育児休業法第１９条第１項

の条例で定める職員は、次に掲げる

職員とする。  

第１９条 育児休業法第１９条第１項

の条例で定める職員は、育児短時間

勤務又は育児休業法第１７条の規定

による短時間勤務をしている職員と

する。  

（１） 育児休業法第１７条の規定

による短時間勤務をしている職員  

 

（２） 勤務日の日数及び勤務日ご

との勤務時間を考慮して規則で定

める非常勤職員以外の非常勤職員

（地方公務員法第２２条の４第１

項に規定する短時間勤務の職を占

める職員（以下「定年前再任用短

時間勤務職員等」という。）を除

く。）  

 

（部分休業の承認）  （部分休業の承認）  

第２０条 部分休業（育児休業法第１９

条 第 １項 に 規定 する 部 分休 業 をい

う。以下同じ。）の承認は、勤務時

間条例第８条第１項に規定する正規

の勤務時間（非常勤職員（定年前再

任用短時間勤務職員等を除く。以下

この条において同じ。）にあっては、

当該非常勤職員について定められた

勤務時間）の始め又は終わりにおい

て、３０分を単位として行うものと

する。  

第２０条 部分休業（育児休業法第１９

条 第 １項 に 規定 する 部 分休 業 をい

う。以下同じ。）の承認は、正規の

勤 務 時間 の 始め 又は 終 わり に おい

て、３０分を単位として行うものと

する。  

２ （略）  ２ （略）  

附 則  附 則  

（施行期日）   

１ （略）  １ （略）  

（育児休業に係る給与等に関する条

例の廃止）  

 



 

 

２ （略）  ２ （略）  

（職員の給与条例附則第３項の規定

が適用される育児短時間勤務職員等

に関する読替え）  

３ 育児短時間勤務職員等に対する職

員の給与条例附則第３項の規定の適

用については、同項中「）とする」

とあるのは「）に、勤務時間条例第

２条第２項の規定により定められた

当該職員の勤務時間を同条第１項に

規定する勤務時間で除して得た数を

乗じて得た額とする」とする。  

 

  

（羽生市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例の一部改正）  

第２条 羽生市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例（平成７

年条例第７号）の一部を次のように改正する。  

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては

「改正前部分」と、改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）

については、次のとおりとする。  

（１）  改正前部分及びそれに対応する改正後部分が存在すると

きは、当該改正前部分を当該改正後部分に改める。  

（２） 改正前部分のみ存在するときは、当該改正前部分を削る。  

（３） 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 
 

改 正 後  改 正 前  

（１週間の勤務時間）  （１週間の勤務時間）  

第２条 （略）  第２条 （略）  

２ （略）  ２ （略）  

３ 地方公務員法第２２条の４第１項

又は第２２条の５第１項の規定によ

り採用された職員で同法第２８条の

５第１項に規定する短時間勤務の職

を占めるもの（以下「定年前再任用

短時間勤務職員」という。）の勤務

時間は、第１項の規定にかかわらず、

休憩時間を除き、４週間を超えない

３ 地方公務員法第２８条の４第１項

若しくは第２８条の５第１項又は同

法第２８条の６第１項若しくは第２

項の規定により採用された職員で同

法第２８条の５第１項に規定する短

時間勤務の職を占めるもの（以下「再

任用短時間勤務職員」という。）の

勤務時間は、第１項の規定にかかわ



 

 

期間につき１週間当たり１５時間３０

分から３１時間までの範囲内で、任

命権者が定める。  

らず、休憩時間を除き、４週間を超

えない期間につき１週間当たり１５

時間３０分から３１時間までの範囲

内で、任命権者が定める。  

４・５ （略）  ４・５ （略）  

（週休日及び勤務時間の割振り）  （週休日及び勤務時間の割振り）  

第３条 日曜日及び土曜日は、週休日

（ 勤 務時 間 を割 り振 ら ない 日 を い

う。以下同じ。）とする。ただし、

任命権者は、育児短時間勤務職員等

については、必要に応じ、当該育児

短時間勤務等の内容に従いこれらの

日に加えて月曜日から金曜日までの

５日間において週休日を設けるもの

とし、定年前再任用短時間勤務職員

及び任期付短時間勤務職員について

は、日曜日及び土曜日に加えて月曜

日 か ら金 曜 日ま での ５ 日間 に お い

て、週休日を設けることができる。  

第３条 日曜日及び土曜日は、週休日

（ 勤 務時 間 を割 り振 ら ない 日 を い

う。以下同じ。）とする。ただし、

任命権者は、育児短時間勤務職員等

については、必要に応じ、当該育児

短時間勤務等の内容に従いこれらの

日に加えて月曜日から金曜日までの

５日間において週休日を設けるもの

とし、再任用短時間勤務職員及び任

期付短時間勤務職員については、日

曜日及び土曜日に加えて月曜日から

金曜日までの５日間において、週休

日を設けることができる。  

２ 任命権者は、月曜日から金曜日ま

での５日間において、１日につき７

時間４５分の勤務時間を割り振るも

のとする。ただし、育児短時間勤務

職員等については、１週間ごとの期

間について、当該育児短時間勤務等

の内容に従い１日につき７時間４５

分を超えない範囲内で勤務時間を割

り振るものとし、定年前再任用短時

間勤務職員及び任期付短時間勤務職

員については、１週間ごとの期間に

ついて、１日につき７時間４５分を

超えない範囲内で勤務時間を割り振

るものとする。  

２ 任命権者は、月曜日から金曜日ま

での５日間において、１日につき７

時間４５分の勤務時間を割り振るも

のとする。ただし、育児短時間勤務

職員等については、１週間ごとの期

間について、当該育児短時間勤務等

の内容に従い１日につき７時間４５

分を超えない範囲内で勤務時間を割

り振るものとし、再任用短時間勤務

職員及び任期付短時間勤務職員につ

いては、１週間ごとの期間について、

１日につき７時間４５分を超えない

範囲内で勤務時間を割り振るものと

する。  

第４条 （略）  第４条 （略）  

２ 任命権者は、前項の規定により週

休日及び勤務時間の割振りを定める

場合には、規則の定めるところによ

り、４週間ごとの期間につき８日の

週休日（育児短時間勤務職員等にあ

っては８日以上で当該育児短時間勤

務等の内容に従った週休日、定年前

２ 任命権者は、前項の規定により週

休日及び勤務時間の割振りを定める

場合には、規則の定めるところによ

り、４週間ごとの期間につき８日の

週休日（育児短時間勤務職員等にあ

っては８日以上で当該育児短時間勤

務等の内容に従った週休日、再任用



 

 

再任用短時間勤務職員及び任期付短

時間勤務職員にあっては８日以上の

週休日）を設けなければならない。

ただし、職務の特殊性又は勤務公署

の特殊の必要（育児短時間勤務職員

等にあっては、当該育児短時間勤務

等の内容）により、４週間ごとの期

間につき８日（育児短時間勤務職員

等、定年前再任用短時間勤務職員及

び 任 期付 短 時間 勤務 職 員に あ っ て

は、８日以上）の週休日を設けるこ

とが困難である職員について、規則

の定めるところにより、４週間を超

えない期間につき１週間当たり１日

以上の割合で週休日（育児短時間勤

務職員等にあっては、４週間を超え

ない期間につき１週間当たり１日以

上の割合で当該育児短時間勤務等の

内容に従った週休日）を設ける場合

には、この限りでない。  

短時間勤務職員及び任期付短時間勤

務 職 員に あ って は８ 日 以上 の 週 休

日）を設けなければならない。ただ

し、職務の特殊性又は勤務公署の特

殊の必要（育児短時間勤務職員等に

あっては、当該育児短時間勤務等の

内容）により、４週間ごとの期間に

つき８日（育児短時間勤務職員等、

再任用短時間勤務職員及び任期付短

時間勤務職員にあっては、８日以上）

の週休日を設けることが困難である

職員について、規則の定めるところ

により、４週間を超えない期間につ

き１週間当たり１日以上の割合で週

休日（育児短時間勤務職員等にあっ

ては、４週間を超えない期間につき

１週間当たり１日以上の割合で当該

育児短時間勤務等の内容に従った週

休日）を設ける場合には、この限り

でない。  

（年次有給休暇）  （年次有給休暇）  

第１２条 年次有給休暇は、１の年ご

とにおける休暇とし、その日数は、

１の年において、次の各号に掲げる

職員の区分に応じて、当該各号に掲

げる日数とする。  

第１２条 年次有給休暇は、１の年ご

とにおける休暇とし、その日数は、

１の年において、次の各号に掲げる

職員の区分に応じて、当該各号に掲

げる日数とする。  

（１） 次号及び第３号に掲げる職

員以外の職員  ２０日（育児短時

間勤務職員等、定年前再任用短時

間勤務職員及び任期付短時間勤務

職員にあっては、その者の勤務時

間等を考慮し２０日を超えない範

囲内で規則で定める日数）  

（１） 次号及び第３号に掲げる職

員以外の職員 ２０日（育児短時

間勤務職員等、再任用短時間勤務

職員及び任期付短時間勤務職員に

あっては、その者の勤務時間等を

考慮し２０日を超えない範囲内で

規則で定める日数）  

（２）・（３） （略）  （２）・（３） （略）  

２・３ （略）  ２・３ （略）  

（特別休暇）  （特別休暇）  

第１４条 （略）  第１４条 （略）  

２ 職員は、次の各号に掲げる場合に、

そ れ ぞれ の 場合 につ い て定 め る 期

間、特別休暇を受けることができる。 

２ 職員は、次の各号に掲げる場合に、

そ れ ぞれ の 場合 につ い て定 め る 期

間、特別休暇を受けることができる。 



 

 

（１）～（１４） （略）  （１）～（１４） （略）  

（１５） 職員の妻が出産する場合

であってその出産予定日の６週間

（多胎妊娠の場合にあっては、１４

週間）前の日から当該出産の日以

後１年を経過する日までの期間に

ある場合において、当該出産に係

る子又は小学校就学の始期に達す

るまでの子（妻の子を含む。）を

養育する職員が、これらの子の養

育のため勤務しないことが相当で

あると認められるとき  当該期間

内における５日（短時間勤務職員

にあっては、その者の勤務時間を

考慮し、市長が定める時間）の範

囲内の期間  

（１５） 職員の妻が出産する場合

であってその出産予定日の６週間

（多胎妊娠の場合にあっては、１４

週間）前の日から当該出産の日後

８週間を経過する日までの期間に

ある場合において、当該出産に係

る子又は小学校就学の始期に達す

るまでの子（妻の子を含む。）を

養育する職員が、これらの子の養

育のため勤務しないことが相当で

あると認められるとき  当該期間

内における５日（短時間勤務職員

にあっては、その者の勤務時間を

考慮し、市長が定める時間）の範

囲内の期間  

（１６）～（２２） （略）  （１６）～（２２） （略）  

３・４ （略）  ３・４ （略）  

５ １時間を単位として使用した第２

項第１３号から第１５号までの休暇

を日に換算する場合には、次の各号

に掲げる職員の区分に応じ、当該各

号に掲げる時間数をもって１日とす

る。  

５ １時間を単位として使用した第２

項第１３号から第１５号までの休暇

を日に換算する場合には、次の各号

に掲げる職員の区分に応じ、当該各

号に掲げる時間数をもって１日とす

る。  

（１） （略）  （１） （略）  

（２） 斉一型短時間勤務職員（地

方公務員法第２２条の４第１項に

規定する短時間勤務の職を占める

職員（以下「定年前再任用短時間

勤務職員等」という。）及び育児

短時間勤務職員等のうち、１週間

ごとの勤務日の日数及び勤務日ご

との勤務時間の時間数が同一であ

るものをいう。）  勤務日ごとの

勤務時間の時間数（７時間４５分

を超える場合にあっては、７時間

４５分とし、１時間未満の端数が

あるときは、これを切り捨てた時

間）  

（２） 斉一型短時間勤務職員（地

方公務員法第２８条の５第１項に

規定する短時間勤務の職を占める

職員（以下「再任用短時間勤務職

員等」という。）及び育児短時間

勤務職員等のうち、１週間ごとの

勤務日の日数及び勤務日ごとの勤

務時間の時間数が同一であるもの

をいう。）  勤務日ごとの勤務時

間の時間数（７時間４５分を超え

る場合にあっては、７時間４５分

とし、１時間未満の端数があると

きは、これを切り捨てた時間）  

（３） 不斉一型短時間勤務職員（定 （３） 不斉一型短時間勤務職員（再



 

 

年前再任用短時間勤務職員等及び

育児短時間勤務職員等のうち、斉

一型短時間勤務職員以外のものを

いう。） ７時間４５分  

任用短時間勤務職員等及び育児短

時間勤務職員等のうち、斉一型短

時間勤務職員以外のものをいう。）

 ７時間４５分  

  

附 則  

（施行期日）  

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、次に掲げる規定は、

令和５年４月１日から施行する。  

（１）  第１条中羽生市職員の育児休業等に関する条例第１６条及

び第１８条から第２０条まで並びに同条例附則第３項の改正  

（２）  第２条（羽生市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条

例第１４条第２項第１５号の改正を除く。）の改正及び附則第３

項の改正規定  

（羽生市職員の育児休業等に関する条例の一部改正に伴う経過措置） 

２ この条例の施行の日前に育児休業等計画書を提出した職員に対す

る第１条の規定による改正前の羽生市職員の育児休業等に関する条

例第３条（第５号に係る部分に限る。）及び第１０条（第６号に係

る部分に限る。）の規定の適用については、なお従前の例による。  

３ 暫定再任用短時間勤務職員（羽生市職員の定年等に関する条例等

の一部を改正する等の条例（令和  年条例第  号）附則第２３項に

規定する暫定再任用短時間勤務職員をいう。）は、第２条の規定に

よる改正後の羽生市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例第

２条第３項に規定する定年前再任用短時間勤務職員とみなして、同

条例の規定を適用する。  

  令和４年１１月２８日提出 

埼玉県羽生市長 河  田 晃  明    

 

 


